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承第１号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

 

  令和７年６月５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

専第１１号 

 

   瑞浪市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

瑞浪市税条例の一部を改正する条例の制定について、次のとおり専決処分す

る。 

 

  令和７年３月３１日 専決 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市税条例の一部を改正する条例 

瑞浪市税条例（昭和２９年条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第９条第１項第２号中「第２条第１５項」を「（平成２５年法律第２７号）

第２条第１６項」に改める。 

第３７条の２第８項中「（平成２５年法律第２７号）第２条第１５項」を
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「第２条第１６項」に改める。 

第６４条の６第１項第１号中「同条第１５項」を「同条第１６項」に改め

る。 

第８３条第１号ア中「エ」を「ウ及びオ」に改め、同号イ中「又は」を「

（ウに掲げるものを除く。）又は」に改め、同号エを同号オとし、同号ウ中

「又は」を「（ウに掲げるものを除く。）又は」に改め、同号ウを同号エと

し、同号イの次に次のように加える。 

ウ ２輪のもので、総排気量が０．１２５リットル以下かつ最高出力が

４．０キロワット以下のもの 年額 ２，０００円 

第９１条第２項第２号中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」に改め、

同項第５号中「定格出力」の次に「（第８３条第１号ウに掲げる原動機付自

転車にあっては、原動機の総排気量及び最高出力）」を加える。 

第９１条の２第２項中「又は身体障害者等」を「若しくは身体障害者等」

に、「を提示」を「又はこれらの者の特定免許情報（同法第９５条の２第２

項に規定する特定免許情報をいう。次項において同じ。）が記録された免許

情報記録個人番号カード（同法第９５条の２第４項に規定する免許情報記録

個人番号カードをいう。次項において同じ。）を提示」に改め、同項第５号

中「の番号、交付年月日及び」を「又は道路交通法第９５条の２第２項第１ 

号に規定する免許情報記録（以下この号において「免許情報記録」という。） 

の番号、運転免許の年月日、運転免許証又は免許情報記録の」に改め、同条

中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加え

る。 

３ 前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示したときは、

当該免許情報記録個人番号カードに記録された特定免許情報を確認するた

めに必要な措置を受けなければならない。 

第１４１条の２第２項第１号中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」

に改める。 

第１５０条第１号中「同条第１５項」を「同条第１６項」に改める。 

附則第１０条の３中第１５項を第１６項とし、第１４項を第１５項とし、

第１３項の次に次の１項を加える。 

１４ 市長は、法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに
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係る区分所有に係る家屋については、前項の申告書の提出がなかった場合

においても、マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年

法律第１４９号）第５条の２第１項に規定する管理組合の管理者等から法

附則第１５条の９の３第２項に規定する期間内に施行規則附則第７条第１

７項各号に掲げる書類の提出がされ、かつ、当該特定マンションが法附則

第１５条の９の３第１項に規定する要件に該当すると認められるときは、

前項の規定にかかわらず、同条第１項の規定を適用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の瑞浪市税条例（以下「新条例」という。）

の規定中固定資産税に関する部分は、令和７年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、令和６年度分までの固定資産税については、なお従前

の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例第８３条（第１号に係る部分に限る。）の規定は、令和７年

度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和６年度分まで

の軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 
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承第２号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

 

  令和７年６月５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

専第１２号 

    

瑞浪市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

瑞浪市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について、次のとおり専

決処分する。 

 

令和７年３月３１日 専決 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市都市計画税条例の一部を改正する条例 

瑞浪市都市計画税条例（昭和３２年条例第１号）の一部を次のように改正

する。 

附則第３項第１号中「同条第１５項」を「同条第１６項」に改める。 

附則第１２項中「第３４項まで、第３８項若しくは第４５項」を「第３３
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項まで、第３６項、第３７項、第４１項若しくは第４４項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市都市計画税条例の規定は、令和７年度以

後の年度分の都市計画税について適用し、令和６年度分までの都市計画税

については、なお従前の例による。 
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承第３号 

 

専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

 

  令和７年６月５日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

専第２号  
 

令和７年度瑞浪市一般会計補正予算（第１号） 
 
 令和７年度瑞浪市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２５，０００千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２０，８１５，０００千

円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 

令和７年４月２２日 専決 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

19 繰 入 金 １，９２１，９００ ２５，０００ １，９４６，９００

1 基金繰入金 １，８７５，１６９ ２５，０００ １，９００，１６９

歳　　入　　合　　計 ２０，７９０，０００ ２５，０００ ２０，８１５，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

7 商 工 費 ５３８，０００ ２５，０００ ５６３，０００

1 商 工 費 ５３８，０００ ２５，０００ ５６３，０００

歳　　出　　合　　計 ２０，７９０，０００ ２５，０００ ２０，８１５，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第４１号 

 

瑞浪市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市税条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和７年６月５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市税条例の一部を改正する条例 

瑞浪市税条例（昭和２９年条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第１８条中「瑞浪市公告式条例」を「公示事項（同条第２項に規定する公

示事項をいう。以下この条において同じ。）を地方税法施行規則（昭和２９

年総理府令第２３号。以下「施行規則」という。）第１条の８第１項に規定

する方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置をと

るとともに、公示事項が記載された書面を瑞浪市公告式条例」に、「掲示し

て行う」を「掲示し、又は公示事項を市の事務所に設置した電子計算機の映

像面に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとることに

よってする」に改める。 

第１８条の３中「地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下

「施行規則」という。）」を「施行規則」に改める。 

第３２条の３中「又は扶養控除額」を「、扶養控除額又は特定親族特別控

除額」に改める。 

第３７条の２第１項ただし書中「若しくは法第３１４条の２第４項」を「、

法第３１４条の２第４項」に改め、「扶養控除額」の次に「若しくは特定親

族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。 

第３７条の３の２第１項第３号及び第３７条の３の３第１項において同じ。） 

（前年の合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）に係るものを除

く。）」を加える。 
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第３７条の３の２第１項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を

加える。 

第３７条の３の３第１項中「者に限る。）」の次に「若しくは特定親族（ 

退職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８５万円以下で 

あるものに限る。）」を加え、同項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定

親族」を加える。 

附則第１６条の２の次に次の１条を加える。 

（加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例） 

第１６条の２の２ 令和８年４月１日以後に第９３条の２第１項の売渡し又

は同条第２項の売渡し若しくは消費等（次項において「売渡し等」という。 

）が行われた加熱式たばこ（第９３条第１号オに掲げる加熱式たばこをい

い、第９４条の２の規定により製造たばことみなされるものを含む。以下

この条において同じ。）に係る第９５条第１項の製造たばこの本数は、同

条第３項の規定にかかわらず、当分の間、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める方法により換算した紙巻たばこ（第９３条第１号アに掲

げる紙巻たばこをいう。以下この項及び次項において同じ。）の本数によ

るものとする。 

（１） 葉たばこ（たばこ事業法第２条第２号に規定する葉たばこをいう。 

）を原料の全部又は一部としたものを紙その他これに類する材料のもの

で巻いた加熱式たばこ（当該葉たばこを原料の全部又は一部としたもの

を施行規則附則第８条の４の２に規定するところにより直接加熱するこ

とによって喫煙の用に供されるものに限る。） 当該加熱式たばこの重

量（フィルターその他の施行規則附則第８条の４の３に規定するものに

係る部分の重量を除く。以下この項から第３項までにおいて同じ。）の

０．３５グラムをもって紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当

該加熱式たばこの１本当たりの重量が０．３５グラム未満である場合に

あっては、当該加熱式たばこの１本をもって紙巻たばこの１本に換算す

る方法 

（２） 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当該加熱式たばこの重量

の０．２グラムをもって紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当

該加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量が４グラム未満である場
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合にあっては、当該加熱式たばこの品目ごとの１個をもって紙巻たばこ

の２０本に換算する方法 

２ 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第１号ただし書の規定の適用

を受けるもの及び同項第２号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のも

のの重量を紙巻たばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等が

行われた加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に当該加熱式たばこ

の品目ごとの数量を乗じて得た重量を同項各号に掲げる区分ごとに合計し、

その合計重量を紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

３ 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量

に０．１グラム未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものと

する。 

４ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第９４条の２の規定により製造た

ばことみなされるものに限る。）のうち、次に掲げるものについては、同

号ただし書の規定は、適用しない。 

（１） 第１項第１号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供される

もの 

（２） 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第９４条の２の規定により

製造たばことみなされるものを除く。）と併せて喫煙の用に供される加

熱式たばこ（同条の規定により製造たばことみなされるものに限る。）

であって当該加熱式たばこのみの品目のもの 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和８年１月１日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１） 附則第１６条の２の次に１条を加える改正規定及び附則第４条の

規定 令和８年４月１日 

（２） 第１８条及び第１８条の３の改正規定並びに次条の規定 地方税

法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号

に掲げる規定の施行の日 

（公示送達に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の瑞浪市税条例（以下「新条例」という。）
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第１８条の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送

達について適用し、同日前にした公示送達については、なお従前の例によ

る。  

（市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第３２条の３及び第３７条の２第１項ただし書の規定は、令

和８年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和７年度分まで

の個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 令和８年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第３７条

の２第１項の規定の適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除

額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。第３７条

の３の２第１項第３号及び第３７条の３の３第１項において同じ。）（前 

年の合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。 

）」とあるのは、「特定親族特別控除額」とする。 

３ 新条例第３７条の３の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「 

条例施行日」という。）以後に支払を受けるべき新条例第３７条の２第１

項ただし書に規定する給与について提出する新条例第３７条の３の２第１

項及び第３項の規定による申告書について適用し、条例施行日前に支払を

受けるべきこの条例による改正前の瑞浪市税条例（以下「旧条例」という。 

）第３７条の２第１項ただし書に規定する給与について提出した旧条例第

３７条の３の２第１項及び第３項の規定による申告書については、なお従

前の例による。 

４ 新条例第３７条の３の３第１項の規定は、条例施行日以後に支払を受け

るべき所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定

する公的年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」という。）について提出する新条例第

３７条の３の３第１項の規定による申告書について適用し、条例施行日前

に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第３７条の３の３

第１項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第４条 次項に定めるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の

日前に課した、又は課すべきであった加熱式たばこ（新条例附則第１６条
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の２の２第１項に規定する加熱式たばこをいう。次項において同じ。）に

係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

２ 令和８年４月１日から同年９月３０日までの間に、瑞浪市税条例第９３

条の２第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた

加熱式たばこに係る同条例第９５条第１項の製造たばこの本数は、同条第

３項及び新条例附則第１６条の２の２の規定にかかわらず、次に掲げる製

造たばこの本数の合計数によるものとする。 

（１） 瑞浪市税条例第９５条第３項の規定により換算した紙巻たばこ（ 

新条例附則第１６条の２の２第１項に規定する紙巻たばこをいう。次号

において同じ。）の本数に０．５を乗じて計算した製造たばこの本数 

（２） 新条例附則第１６条の２の２の規定により換算した紙巻たばこの

本数に０．５を乗じて計算した製造たばこの本数 

３ 前項各号に掲げる製造たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、

その端数を切り捨てるものとする。 
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議第４２号 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

 

令和７年６月５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

瑞浪市国民健康保険条例（昭和３４年条例第１４号）の一部を次のように

改正する。 

第１３条第１項中「及び第１９条第１項」を削る。 

第１７条第１項中「４月」を「７月」に改める。  

第１９条を次のように改める。 

第１９条 削除 

第１９条の２を削る。 

附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
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議第４３号  
 

   瑞浪市固定資産評価員の選任につき同意を求めることについて 

 

瑞浪市固定資産評価員に次の者を選任したいので、地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）第４０４条第２項の規定により議会の同意を求める。 

 

  令和７年６月５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

氏   名 住        所 生 年 月 日 

兼 松 美 昭 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第４４号 

 

財産の処分について 

 

 次のとおり財産を処分したいので、瑞浪市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）第３条の規定に

より、議会の議決を求める。 

 

  令和７年６月５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 処 分 の 理 由  瑞浪クリエイション・パーク内の賃貸借区画 

用地にて操業中の借受人より、土地購入の申

し出があったため 

２ 処分しようとする土地   

所 在 地 地 目 地 積(㎡) 

瑞浪市山田町字小洞２０２２番 宅地 ２０，５６０．１１ 

瑞浪市山田町字小洞２０２３番 宅地 １３，５９６．７９ 

合   計 ３４，１５６．９０ 

３ 売 却 金 額  ７９７，２８２，０００円 

４ 売 却 の 相 手 方  愛知県名古屋市中村区名駅四丁目５番２８号 

              桜通豊田ビル 

東山フイルム株式会社 

              代表取締役 堤  秀 介 
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議第４５号 

 

東濃西部広域ごみ焼却施設整備等審議会の設置について 

 

多治見市、瑞浪市及び土岐市においてごみ焼却施設を共同して設置、運営

及び維持管理することについて審議するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２５２条の７第１項の規定に基づき、次のように規約を定め、

東濃西部広域ごみ焼却施設整備等審議会を設置するものとする。 

 

令和７年６月５日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

東濃西部広域ごみ焼却施設整備等審議会共同設置規約 

（設置） 

第１条 多治見市、瑞浪市及び土岐市は、ごみ焼却施設を共同して設置、運

営及び維持管理することについて審議するため、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２５２条の７第１項の規定に基づき、同法第１３８条の

４第３項に規定する審議会を共同して設置するものとする。 

（名称） 

第２条 この審議会は、東濃西部広域ごみ焼却施設整備等審議会（以下「審

議会」という。）という。 

（審議会を設ける市） 

第３条 審議会は、多治見市、瑞浪市及び土岐市（以下「関係市」という。）

が、これを設ける。 

（執務場所） 

第４条 審議会の執務場所は、多治見市日ノ出町２丁目１５番地多治見市役

所内とする。 

（所掌事務） 

第５条 審議会は、関係市の市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調
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査審議する。 

（１） 関係市が共同設置するごみ焼却施設の建設候補地に関すること。 

（２） ごみ焼却施設の共同での設置、運営及び維持管理に関すること。 

（３） その他関係市が必要と認めること。 

（組織） 

第６条 審議会は、委員１８人以内で組織する。 

（委員の任免） 

第７条 審議会の委員は、関係市の市長が指名する者及び関係市の市長が協

議して定める者について、多治見市長がこれを選任する。 

２ 多治見市長は、審議会の委員を解任する場合又は辞任の申出を承認する

場合は、あらかじめ瑞浪市長及び土岐市長と協議しなければならない。 

（任期） 

第８条 委員の任期は、令和７年７月１日から令和８年３月３１日までとす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、関係市が必要と認める場合は、関係市の市長

の協議により委員の任期を延長することができる。 

（会長及び副会長） 

第９条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第１０条 会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。ただし、委員選

任後最初の会議は、多治見市長が招集する。 

２ 会長は、委員の３分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、

これを招集しなければならない。 

３ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

４ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、

議長の決するところによる。 

５ 会長は、第５条の調査審議に必要があると認めるときは、委員以外の者

に対して出席を求め、意見を聴くことができる。 
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（経費の支弁の方法） 

第１１条 審議会の運営に要する経費は、関係市が負担する。 

２ 前項の規定により関係市が負担すべき額は、関係市の協議により定める

負担割合によるものとする。 

３ 瑞浪市及び土岐市は、前項の規定による負担金を、多治見市に納付しな

ければならない。 

（予算） 

第１２条 審議会に関する予算は、多治見市の一般会計の歳入歳出予算に計

上するものとする。 

（決算報告） 

第１３条 多治見市長は、審議会に関する決算を多治見市議会の認定に付し

たときは、当該決算を瑞浪市長及び土岐市長に報告しなければならない。 

（事務の管理及び執行に関する条例、規則その他の規程） 

第１４条 審議会の事務の管理及び執行に関する条例、規則その他の規程に 

ついては、関係市は、これを相互に調整するように努めなければならない。 

（委員の身分の取扱いに関する条例、規則その他の規程） 

第１５条 多治見市長は、審議会の委員の報酬及び費用弁償の額並びにその

支給方法に関する条例、規則その他の規程を制定し、又は改廃しようとす

る場合は、あらかじめ瑞浪市長及び土岐市長と協議しなければならない。 

（庶務） 

第１６条 審議会の庶務は、多治見市において行う。 

（補則） 

第１７条 この規約に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

関係市の市長が協議して定める。 

附 則 

この規約は、令和７年７月１日から施行する。 
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議第４６号 
 

令和７年度瑞浪市一般会計補正予算（第２号） 
 
 令和７年度瑞浪市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９０５，０００千円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２１，７２０，０００

千円とする。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（債務負担行為の補正） 

第２条 既定の債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」によ

る。 
（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の追加は、「第３表 地方債補正」による。 
 

令和７年６月５日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

15 国 庫 支 出 金 ２，６８３，１２３ ８０，９０４ ２，７６４，０２７

2 国庫補助金 １，０８１，７８６ ８０，９０４ １，１６２，６９０

16 県 支 出 金 １，１４３，４６７ ７，７９６ １，１５１，２６３

2 県 補 助 金 ３８０，７７３ ７，７９６ ３８８，５６９

17 財 産 収 入 １２７，５００ ７９７，２００ ９２４，７００

2
財 産 売 払
収 入

５０，７７２ ７９７，２００ ８４７，９７２

19 繰 入 金 １，９４６，９００ ３，５００ １，９５０，４００

1 基金繰入金 １，９００，１６９ ３，５００ １，９０３，６６９

21 諸 収 入 １，１８４，０００ １，５００ １，１８５，５００

4 雑 入 ３４８，７９４ １，５００ ３５０，２９４

22 市 債 １，９８７，２００ １４，１００ ２，００１，３００

1 市 債 １，９８７，２００ １４，１００ ２，００１，３００

歳　　入　　合　　計 ２０，８１５，０００ ９０５，０００ ２１，７２０，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 総 務 費 ２，０３９，０００ ９３２，１００ ２，９７１，１００

1 総務管理費 １，６１９，０１９ ９２２，０００ ２，５４１，０１９

3
戸 籍 住 民
基本台帳費

１４４，４５０ １０，１００ １５４，５５０

3 民 生 費 ６，３５４，０００ １４，７００ ６，３６８，７００

1 社会福祉費 ３，２０７，４３０ １，５００ ３，２０８，９３０

2 児童福祉費 ２，９２８，３７０ １０，２００ ２，９３８，５７０

3 生活保護費 ２１７，７００ ３，０００ ２２０，７００

6 農林水産業費 ３２５，０００ ６００ ３２５，６００

1 農 業 費 ２３８，８５５ ６００ ２３９，４５５

7 商 工 費 ５６３，０００ △４９，０００ ５１４，０００

1 商 工 費 ５６３，０００ △４９，０００ ５１４，０００

10 教 育 費 ２，１０３，０００ ６，６００ ２，１０９，６００

1 教育総務費 ２７２，８２２ ６，６００ ２７９，４２２

2 小 学 校 費 ５４０，２２８ ０ ５４０，２２８

3 中 学 校 費 ２３４，４５２ ０ ２３４，４５２

歳　　出　　合　　計 ２０，８１５，０００ ９０５，０００ ２１，７２０，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為 補 正

（追　加） （単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和７年度から
令和１０年度まで

１,０００,０００

令和７年度から
令和１０年度まで

８２０,０００

令 和 ８ 年 度 １,８９９

事　　　　　　　　　　項

瑞 浪 駅 周 辺 再 開 発 事 業 （ 駅 北 地 区 ）
用 地 取 得 業 務 委 託 料

瑞 浪 市 土 地 開 発 公 社 の 資 金 借 入 に 係 る 債 務 保 証

次 期 校 務 支 援 シ ス テ ム 構 築 等 業 務 委 託 料
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第 ３ 表　　地 方 債 補 正

（追　加） （単位：千円）

起 債 の 目 的 限度額
起債の
方法 利　　率 償 還 の 方 法

タブレットＰＣ更新事業
（ 小 学 校 ） 9,600

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うもの
とする。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

タブレットＰＣ更新事業
（ 中 学 校 ） 4,500
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議第４７号  
 

令和７年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 
 
 令和７年度瑞浪市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）は、

次に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，５００千円を追  

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６９８，５００千円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 

令和７年６月５日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 繰 入 金 １７４，０４７ １，５００ １７５，５４７

1
一 般 会 計
繰 入 金

１７４，０４７ １，５００ １７５，５４７

歳　　入　　合　　計 ６９７，０００ １，５００ ６９８，５００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 総 務 費 １７，６２３ １，５００ １９，１２３

1 総務管理費 １３，２３１ １，５００ １４，７３１

歳　　出　　合　　計 ６９７，０００ １，５００ ６９８，５００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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